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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や金融政策により、緩やかな回復基調に

あるものの、円安によるエネルギーコストの上昇や原材料等の価格値上げならびに消費税率の引き上げに伴う影響

および海外景気の下振れ懸念などにより、国内景気の先行きに対して不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループといたしましては、『持続的成長企業を目指す』『お客様の満足を追求する』

を経営方針とし、新市場の創造と商品開発、既存事業の深掘りに注力し、多様化するお客様ニーズへの対応とグル

ープ経営の強化を図り、業容の拡大に取り組んでおります。

その結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、通信設備エンジニアリング事業において駆け込み需要の反

動による減少があったものの、ＩＣＴソリューション事業において情報機器販売の増加ならびに本年３月に連結子

会社化した四国システム開発株式会社の寄与もあり、受注高は58億84百万円（前年同期比14.9％増）、売上高は54億

42百万円（前年同期比6.6％増）となりました。

　また、損益面につきましては、売上原価が増加したことなどにより、営業利益11百万円（前年同期比85.9％減）、

経常利益は40百万円（前年同期比62.5％減）、四半期純利益は24百万円（前年同期比62.8％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結累計期間末の財政状態は、総資産は164億18百万円で前連結会計年度末比８億53百万円の減少と

なりました。これは流動資産においては111億75百万円と、前連結会計年度末比９億６百万円減少し、固定資産が52

億42百万円と、前連結会計年度末比53百万円増加したことによります。

流動資産の減少の主な要因は、「受取手形・完成工事未収入金等」が前連結会計年度末比34億96百万円減少したこ

と等であります。

負債の部は70億84百万円で、前連結会計年度末比６億円減少しました。内訳は流動負債で前連結会計年度末比７

億11百万円減少し、固定負債で前連結会計年度末比１億11百万円増加しております。

流動負債の減少の主な要因は、「支払手形・工事未払金等」が前連結会計年度末比11億５百万円減少したこと等で

あります。

固定負債の増加の主な要因は、「退職給付に係る負債」が前連結会計年度末比１億22百万円増加したこと等であり

ます。

純資産は93億33百万円で前連結会計年度末比２億53百万円の減少となりました。主な要因としましては、「利益剰

余金」が前連結会計年度末比２億48百万円減少したこと等であります。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の54.9％から56.1％に増加いたしました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、現時点においては、平成26年５月９日に公表しました業績予想を変更しておりま

せん。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

特定子会社以外の子会社の異動

当第１四半期連結会計期間より、ニックサービス株式会社は重要性が乏しくなったことに伴い、連結の範囲から

除いております。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適

用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率を残存勤務期間に基

づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更いた

しました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が119,049千円増加し、利益剰余金が76,787千

円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与

える影響は軽微であります。

なお、セグメント情報に与える影響は軽微であるため、記載を省略しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,306,889 3,489,403

受取手形・完成工事未収入金等 8,091,113 4,595,038

有価証券 500,648 1,550,654

未成工事支出金 843,945 1,198,237

商品 60,782 43,172

材料貯蔵品 3,608 4,740

その他 278,625 296,683

貸倒引当金 △2,997 △2,124

流動資産合計 12,082,614 11,175,806

固定資産

有形固定資産

土地 2,047,155 2,047,155

その他（純額） 892,593 883,700

有形固定資産合計 2,939,749 2,930,855

無形固定資産

のれん 64,936 61,440

その他 403,962 376,626

無形固定資産合計 468,899 438,066

投資その他の資産

投資有価証券 1,435,243 1,477,237

その他 368,407 419,170

貸倒引当金 △22,957 △22,957

投資その他の資産合計 1,780,694 1,873,450

固定資産合計 5,189,343 5,242,372

資産合計 17,271,957 16,418,178

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,800,855 2,694,954

短期借入金 1,550,000 1,790,000

1年内返済予定の長期借入金 15,996 15,996

未払法人税等 226,870 45,054

未成工事受入金 196,969 283,119

賞与引当金 192,752 273,010

工事損失引当金 5,577 18,069

その他 440,078 597,249

流動負債合計 6,429,099 5,717,453

固定負債

長期借入金 48,672 44,673

退職給付に係る負債 789,112 911,132

その他 417,919 411,325

固定負債合計 1,255,703 1,367,130

負債合計 7,684,803 7,084,584
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,493,931 1,493,931

資本剰余金 1,428,916 1,428,952

利益剰余金 6,676,388 6,428,279

自己株式 △523,090 △533,615

株主資本合計 9,076,145 8,817,547

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 412,415 412,843

土地再評価差額金 △30,665 △30,665

退職給付に係る調整累計額 19,948 18,108

その他の包括利益累計額合計 401,698 400,286

少数株主持分 109,310 115,760

純資産合計 9,587,154 9,333,594

負債純資産合計 17,271,957 16,418,178
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 5,104,459 5,442,917

売上原価 4,420,706 4,831,384

売上総利益 683,753 611,532

販売費及び一般管理費 598,946 599,572

営業利益 84,806 11,960

営業外収益

受取利息 503 238

受取配当金 18,658 21,624

その他 7,433 10,519

営業外収益合計 26,596 32,381

営業外費用

支払利息 4,207 4,007

その他 241 223

営業外費用合計 4,449 4,231

経常利益 106,953 40,111

税金等調整前四半期純利益 106,953 40,111

法人税、住民税及び事業税 65,182 46,617

法人税等調整額 △26,249 △37,238

法人税等合計 38,932 9,379

少数株主損益調整前四半期純利益 68,020 30,732

少数株主利益 924 5,781

四半期純利益 67,096 24,950
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 68,020 30,732

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 49,717 1,095

退職給付に係る調整額 - △1,840

その他の包括利益合計 49,717 △744

四半期包括利益 117,738 29,987

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 116,803 23,538

少数株主に係る四半期包括利益 934 6,449
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２
通信設備エンジニ

アリング事業

ＩＣＴソリューシ

ョン事業
計

売上高

　外部顧客への売上高 3,277,887 1,826,572 5,104,459 ― 5,104,459

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

1,076 5,667 6,744 △6,744 ─

計 3,278,963 1,832,240 5,111,203 △6,744 5,104,459

セグメント利益 213,495 88,931 302,427 △217,620 84,806

(注) １ セグメント利益の調整額△217,620千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

該当事項はありません。

　
(のれんの金額の重要な変動)

当第１四半期連結会計期間より「ＩＣＴソリューション事業」セグメントにおいて、三洋コンピュータ株式会

社及びＮＮＣ株式会社を連結の範囲に含めております。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期

連結累計期間においては7,500千円であります。

　
(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２
通信設備エンジニ

アリング事業

ＩＣＴソリューシ

ョン事業
計

売上高

　外部顧客への売上高 3,190,641 2,252,276 5,442,917 ― 5,442,917

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

1,725 6,905 8,631 △8,631 ―

計 3,192,367 2,259,181 5,451,548 △8,631 5,442,917

セグメント利益 181,625 43,147 224,772 △212,812 11,960

(注) １ セグメント利益の調整額△212,812千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

該当事項はありません。

　
(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

　
(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。
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４．補足情報

四半期連結受注高及び売上高の状況

（単位：百万円）

平成26年３月期 平成27年３月期

比較増減 増減率第１四半期連結累計期間 第１四半期連結累計期間

金額 構成比 金額 構成比

受 通信設備エンジニアリング事業 3,407 66.5% 3,370 57.3% △37 △1.1%

注 ＩＣＴソリューション事業 1,715 33.5% 2,513 42.7% 798 46.5%

高 合 計 5,123 100% 5,884 100% 760 14.9%

売 通信設備エンジニアリング事業 3,277 64.2% 3,190 58.6% △87 △2.7%

上 ＩＣＴソリューション事業 1,826 35.8% 2,252 41.4% 425 23.3%

高 合 計 5,104 100% 5,442 100% 338 6.6%
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